
      

 
 

今後の地方公会計推進のスケジュール 

H25.7 H26.4目処 

固定資産台帳の整備 

複式簿記の導入 

基準のあり方 
財務書類の 
詳細設計 

地方公営企業法の 
適用に関する研究会 

（方針決定） 

準備期間（平成26年度予算及び決算から適用（早期適用も可能）） 

（参考）今後の地方公営企業改革のスケジュール（案） 

H26.1 

      地方公共団体における財務書類の作成基準に関する作業部会 
基準の具体的検討 

（財務書類の詳細設計） 

      

 
 

  
      

 

      

 
   

法適用 
の拡大 

会計基準 
の見直し 

本研究会最終報告以降、
順次検討 
・財務書類の作成マニュ 
 アルの作成 
・新しい基準を活用した 
 地方公会計整備の要 
 請 
・整備指針等に基づく固 
 定資産台帳の整備等 
 の要請 
 
※地方公営企業法の財務 
  規定等の適用範囲拡大   
    （法適用の拡大）の議論 
    やスケジュールを踏まえ 
  たものとする 

 
 ・研究会等の内容を踏まえ、法律改正の  
   時期等を検討 
  地方公営企業法

の適用に関する
調査研究会 
(課題整理) 

 
本研究会 

 

 
 

本
研
究
会 

中
間
と
り
ま
と
め 

本
研
究
会 

最
終
報
告 

地方公共団体における固定資産台帳の整備等に関する作業部会 
固定資産台帳の整備指針の検討 

（記載内容、手順 等）、 
複式簿記の導入に向けた具体的進め方 

（程度、手法 等） 

必要に応じて随時開催 
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